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◆各省庁の事業者手続のデジタル化の支援を行うために、現状把握として各省庁の行政手続等
の状況を把握するための調査を実施（各省庁のご協力の結果、補助金について調査）。

◆デジタル庁で整備している共通機能（GビズID、Jグランツ、e-Gov等）を活用したデジタル
化を各省庁に対してサポートしていくための整備計画を整理し、デジタル庁が各省をサポー
トしながらデジタル化を進めていく道筋を整理する。

事業者向け行政手続の全体像整理に向けた行政手続の悉皆調査について
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結果の分析
• e-Gov・Jグランツの各省庁
展開

• GビズID認証/署名の各省庁
展開

• 共通機能の各省庁展開
• 将来的なプラットフォーム
整理案

手続の現状
各省庁への

アンケート/調査
※本調査は調査ツール
（CRM）を用いて実施• 各省庁でプラットフォーム

サービスを利用したデジタル
化が進行

• 共通機能が認知されておらず、
各省庁への導入が進んでいな
い。

• 行政手続の類型に応じたプロ
セスの標準化やシステム標準
化が実施されていない。

• 費用対効果が合わない手続に
ついては、依然として紙で行
われている。

1. 各省庁への調査 3. 今後の整備計画の策定２. 調査結果の整理

• 各省庁システムでの認証/署名
機能実施状況の整理

• 各省庁システムでの共通機能
実装状況の整理

• e-Gov電子申請・審査支援
サービスと各省システムの棲
み分け整理

• 各省庁の行政手続類型化と共
通システム化の方向性整理

0.現状の整理 3. 今後の整備計画の策定２. 調査結果の整理
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主な質問内容

調査の目的

• 情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律（デジタル行政推進法）
第18条に基づく、国の行政機関等の行政手続における法定調査

• 汎用的な電子申請システムであるe-Govや各種個別システムの利用状況の把握
• 今後のオンライン化にかかる課題の把握

対象者 主要行政機関および関連部署。行政手続の担当者や意思決定者

調査方法 オンライン調査ツール（ＤＸＳ）を利用

対象手続
①各府省が所管する法令において規定されている全ての行政手続
②フェーズ１調査で判明した全ての行政手続

行政手続の悉皆調査概要（再掲）

調査の流れ
①R3行政手続棚卸結果及び以後の横断調査を元に、全行政手続を対象に基礎的な情報の更新
（＝「フェーズ１」調査）
②全行政手続を対象に、オンライン化状況の更新（＝「フェーズ２」調査）

フェーズ１調査

1.手続名 5.手続主体

2.所管府省 6.受け手

3.根拠法令 7.その他

4.手続類型

フェーズ２調査

1.オンライン化状況 4. 手続の属性情報

2.手続件数 5.その他

3.申請の際に求める情
報・書類
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フェーズ１調査の入力状況（締切：2024年11月29日(金)）

◆現時点で96％入力済。多くの府省では、①PMO・法令窓口等とりまとめにて、手続の部局を
割り振りし、②各部局で直接DXSで修正しており、③とりまとめにてリアルタイムでの状況
把握ができることにより、効率的な調査の実施に成功

◆フェーズ２においても、各府省にはご協力をお願いしたい

全体の入力状況

府省ごとの入力状況
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フェーズ２調査の方針について

• フェーズ２調査においては、各府省が所管・実施する行政手続について、①電子/非電子での手
続件数を含めたオンライン化の状況 ②事業者向けポータルのような一元的な情報検索・集約に
寄与する情報を調査

• 未だオンライン化されていない行政手続についても、効率的なオンライン化に向け、どういった
課題があるかを調査

• デジタル社会の実現に向けた重点計画に記載された行政手続については、現状の検討状況を調査

調査項目案（一部）については以下の通り。

オンライン化の実施状況

オンラインの実施・検討状況（予定含め）
利用している情報システム
重点計画と照らし合わせたオンライン化の進捗
R5のオンラインでの手続処理件数/非オンラインでの手
続処理件数

手続が行われるイベント

個人のイベント（結婚・離婚、妊娠、引っ越し等）
法人のイベント（設立、役員変更、採用、契約、事務
所新設、業の開始、承継・分割、年次報告等）
手続の申請先（本省庁、地方支分部局、公共職業安定
所等）
手続の業（日本標準産業分類）
申請に関連する士業（弁護士、税理士等）

申請時における本人確認手法

押印、印鑑証明、署名、本人確認書類の提示、不要

申請書等に記載させる情報

マイナンバー、法人番号、役員氏名、資本金等

申請等の際に添付させる書類

住民票、戸籍、登記事項証明書、所得・納税証明書、決算書、
営業許可証等

オンライン化のその他

手数料等の有無・オンライン納付対応状況

オンライン・非オンラインそれぞれでの標準処理期間
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調査結果の活用による行政手続情報の集約(案)

DXS (マスタ)

事業者
ポータル

行政手続系

e-Gov(申請) …

補助金系

Jグランツ(申請) …

調達系

…

e-Gov(申請)

Jグランツ(申請)

調達

e-Govポータル

一カ所での
情報検索

バラバラな情報
入力・登録

補助金関連情報

行政

行政

ToBe

AsIs

法人/個人事業主

支援者 (士業など)

法人/個人事業主

支援者 (士業など)

手続等に関する
情報をDXSへ

(電子以外で行われ
るものも含む)

Jグランツ(ポータル機能)

調達ポータル

調達関連情報

…

バラバラな
情報検索

行政官による手続情報入力 事業者による手続情報検索

… XXポータル

行政手続関連情報

フィードバック(検索・閲覧・利用履歴、意見等)

行
政
手
続
の
悉
皆
調
査
等

本調査結果を活用し、行政手続・補助金等の一元的な検索に資する。



各省への依頼事項(フェーズ２調査)

2024年12月19日～2025年2月28日の期間で、フェーズ２調査を実施するため、
◆オンライン化の検討状況を含めた、情報の更新
◆フェーズ１調査の回答が残っている場合、速やかな更新
の作業を各省庁にて実施いただきたい。

77

デジタル庁

各府省庁

3月

12/16

1月

入力内容を再確認し、もし誤りがあれば修正

12/9 12/23

2024年

本稼働前準備
調査問合せ対応

12月

▼開始 (12/19)

2/171/6 3/3 3/17

2月 4月

フェーズ２調査回答・回収期間

(～2月中まで予定)

調査ご回答

… 1/20 2/3

● 関係省庁等連絡会議会合にて作業周知(12/19)

● 必要に応じ、実務担当者向け説明会を実施

2025年

公表に向けた

再確認/調整期間

● 公表(3月末予定)
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